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資料１











地域福祉・子育て支援交付金「子育て支援分野特別枠」について











交付金の申請（H2３年度から）








趣旨








①市町村から府に対象事業の提案


②府は、市町村提案事業を対象事業とすべきかどうかについて、子ども施策審議会の交付金対象事業選定部会の意見聴取


③府は対象事業を選定し、市町村に通知











①対象事業について交付金の交付を希望する市町村は、府に事業計画書を提出


②府は市町村に対し内示


③市町村は、内示を受けた事業について、府に申請書を提出


④府は交付金の交付を決定し、市町村に通知








分野別リーディング事業





地域重点課題事業








分野別リーディング事業の流れ





対象事業の選定（H22年度から）








事業概要

















◎対象事業：市町村の提案に基づき、選定委員会の審査を経て、こども・未来プラン後期計画に位置づけた主要な課題等に対応する先駆的な事業として、知事が選定した事業


◎対象市町村：政令市・中核市を除く市町村（３９市町村）


◎配分基準：１事業500万円以内（ただし、市町村が共同して事業を実施する場合は、１事業の上限に市町村数を乗じて得た額） 


◎実施年度：H23～26年度


◎事業期間：原則３年以内（ただし、効果検証の上H26年度まで延長可）








◎対象事業：市町村次世代育成支援行動計画（後期計画）に位置づけた地域の重点的な課題に対応する新たな事業


◎対象市町村：政令市・中核市を除く市町村（３９市町村）


◎配分基準：各市町村の子育て支援11事業の直近の実績額に基づき按分


◎実施年度：H22～26年度


◎事業期間：原則３年以内（ただし、効果検証の上H26年度まで延長可）











※両事業とも、事業計画書にて数値目標を掲げ、事業報告書にて実績値を報告することを要する。














子育て支援施策の向上に資することを目的に、府及び市町村が策定した次世代育成支援行動計画（後期計画）の目標達成に向け、市町村が取り組む事業を支援する。











